
₁． はじめに
　日本での大雨発生頻度の経年変化については，気象
庁の官署データやアメダスデータを用いて，日降水量
（Fujibe et al. ₂₀₀₅）や ₁時間積算降水量（Fujibe ₂₀₁₅）
などを対象に調べられてきており，それらの調査結果
は統計的有意な増加傾向を示している．気象庁も日本
での日降水量と ₁時間積算降水量の経年変化を気候変
動監視レポート（気象庁　₂₀₂₁）として毎年公表してい
る．それらの増加傾向の要因は大気下層の水蒸気量の
増加にともなうもので，クラウジウス―クラペイロン
（Clausius‒Clapeyron）の式から導き出される，地球温
暖化等にともなう気温 ₁℃上昇当たり大気中に含みえ
る水蒸気量が ₆ ‒ ₇％増えることで説明されている
（Lenderink and Meijgaard ₂₀₀₈；Berg et al. ₂₀₀₉；
Fujibe ₂₀₁₃；Hatsuzuka et al. ₂₀₂₁）．
　大雨をもたらすものには，おおむね ₁時間積算降水
量で判断できる局地的大雨や，雨が ₁日以上降り続く
ことで大雨になる場合以外に，同じような場所で数時
間強い雨が降り続くことで大雨になる集中豪雨がある
（加藤　₂₀₁₇）．集中豪雨の中には，土砂災害の多くをも
たらす線状降水帯による大雨も半数程度含まれている
（Kato ₂₀₂₀，以降K₂₀）．集中豪雨をもたらす数時間の
積算降水量の経年変化については，Fujibe et al .
（₂₀₀₅）が₁₈₉₈年から₂₀₀₃年までの気象庁の官署データ
による ₄時間積算降水量を用いて調査し，最上位の
₁₀‒₅₀mm（ ₄ h）－₁以上に区分される発生数の増加傾向

がもっとも大きく，季節では ₆～ ₈月の暖候期の増加
傾向が顕著であることを示した．また，津口・加藤
（₂₀₁₄，以降 TK₁₄）は気象庁解析雨量を用いて集中豪
雨事例を抽出し，抽出した事例の月別，地域別および
形状の特徴を調査した．集中豪雨は ₇月から ₉月に多
く，九州を含む南日本では梅雨期（ ₆月と ₇月）に特
に多く，線状のものが大半を占めることが示されてい
る．
　本研究では，TK₁₄や K₂₀で採用された ₃時間積算
降水量をベースに₁₉₇₆年からのアメダスデータを用い
て，集中豪雨事例の発生数の経年変化を年単位および
月別に調べることを目的とする．なお，集中豪雨は線
状降水帯の降雨分布にみられるように空間的な局所性
をもっており，本来は空間分布も合わせみるべきだ
が，本研究では便宜上 ₃時間積算降水量だけを尺度と
した．

₂． データと手法
　本研究では，₁₉₇₆年から₂₀₂₀年のアメダスで観測さ
れた ₁時間積算降水量データ（正時から正時）を用い
た．降水量を観測しているアメダス観測点は日本列島
上におよそ₁₇km間隔で配置され，上記期間の年平均
観測地点数は約₁₃₁₈である．アメダス運用開始当初は
設置を進めていたこともあり，₁₉₇₆年では₁₁₃₆地点，
₁₉₇₇年では₁₂₃₀地点と若干少なかったが，₁₉₇₈年以降
では₁₃₀₀地点以上となった．また無線ロボット雨量計
の全廃により₂₀₁₀年には₁₂₇₇地点と₁₃₀₀地点を割った
が，大雨が頻発する島しょ部等での観測強化のため新
たに雨量計が設置され，₂₀₁₄年以降では₁₃₀₀地点以上
の観測点を維持している．アメダス観測地点には ₅桁
の地点番号が振られており，本研究では₁₉₇₉年以前か
ら₂₀₂₀年まで継続して同一地点番号で観測されている
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₈₈₁地点に，観測地点が近傍へ移転されて継続的に観
測されている地点（ ₁つの継続地点とする）を加えた
₁₁₇₈地点のデータを対象とした．なお，茨城県の筑波
山頂付近から下館市に移設されたアメダス地点のよう
に標高や降雨特性が大きく変わると判断したものは除
外した．
　集中豪雨事例（以降，集中豪雨）は TK₁₄や K₂₀が
₁年間での平均出現数が約₂₀事例となるように設定し
た ₃時間積算降水量（P₃H）₁₃₀mmを閾値として抽出
した．具体的には，日界に関係なく連続して ₁時間ご
とにP₃Hを算出して，その値が前後 ₆時間の値よりも
大きい場合を ₁つの事例とした．このことから， ₆時
間以内に同一地点で ₂つの事例は抽出されなくなる．
また，P₃Hの閾値を₁₀₀mm，₁₅₀mmまたは₂₀₀mmに
変えた場合についても調査した．なお，抽出事例数は

ほぼ年平均観測地点数である₁₃₀₀地点当たりの数に年
ごとに換算して発生数とした．さらに，P₃Hで判断し
た集中豪雨と ₁時間積算降水量（P₁H）で判断した短
時間大雨の発生数の特徴を比較した．その際，抽出方
法が異なることから単純に P₃H＝₁₃₀mmを閾値とし
た場合の発生数（年平均₄₉.₂事例）と短時間大雨発生
数がほぼ同数（年平均₅₀.₅事例）になるように，P₁H
の閾値として₆₈mmを用いた．なお，短時間大雨は気
象庁（₂₀₂₁）と同様に連続した時間でも抽出した．
　長期変化傾向の有意性は，経年変化の解析手法によ
く用いられるMann‒Kendall検定（Hirsch et al. ₁₉₈₂）
による Z値で判断した．また，大雨の出現頻度の長期
変化傾向における大気状態の変化を考察するために，
気象庁₅₅年長期再解析データ（JRA‒₅₅, Kobayashi et 
al. ₂₀₁₅）を用いた．

₃． 結果と考察
₃.₁　年単位での集中豪雨発生数の経年変化
　₁₉₇₆年から₂₀₂₀年のアメダス降水量データから抽出
された集中豪雨（ピンク/赤色）と短時間大雨（灰/黒
色）の₁₃₀₀地点当たりの年別発生数を棒グラフで， ₅
年移動平均を折れ線グラフで，長期変化傾向を直線で
第 ₁図に示す．集中豪雨と短時間大雨の発生数を年ご
とに比較すると，集中豪雨の方が多い年や少ない年が
あるが， ₅年移動平均でみると，ともに₁₀年程度でほ
ぼ同期して増減しており，長期変化でも同様の増加傾
向を示している．第 ₁表で示した Z値から，これらの
増加傾向はともに信頼水準₉₉％以上で統計的に有意で
ある．このことから，短時間大雨で示唆されているよ
うに，集中豪雨の発生数の増加についても基本的に
は，地球温暖化等にともなう気温上昇で大気中に含ま
れ得る水蒸気が多くなることで大雨が増えるというこ

とで説明できる．下層水蒸
気量の増加傾向について
は，JRA‒₅₅を用いた統計
解析を行い，その結果でも
全国的に有意であることを
確かめた（図略）．
　また，標準偏差の値が示
すように，集中豪雨の方
が，年ごとの発生数の変動
はやや大きいものの，長期
増加傾向（₁₀年間で ₈事例）
は短時間大雨の傾向（₇.₃事
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第 ₁表　 ₁₉₇₆～₇₉年から₂₀₂₀年まで継続および近傍で観測が継続されたアメダス
地点（₁₁₇₈か所）での通年における ₃時間積算降水量₁₀₀，₁₃₀，₁₅₀，
₂₀₀mm以上の₁₃₀₀地点当たりの年平均発生数（Mean），₁₀年でみた長期
変化傾向（Trend/₁₀ys）とその傾向をMeanで規格化した値（Trend/
₁₀ys/Mean），標準偏差をMeanで規格化した値（σ/Mean），長期変化傾
向に基づいた₁₉₇₆年に対する₂₀₂₀年の比，およびMann‒Kendall検定によ
る Z値（Z value，₂.₆₉以上：信頼水準₉₉％以上で統計的に有意）．

mm/ ₃ h Mean Trend/
₁₀ys

Trend/
₁₀ys/Mean σ/Mean Ratio/₄₅ys Z value

₁₀₀ ₁₆₉.₉ ₂₃.₆₅ ₀.₁₄ ₀.₃₈ ₁.₉₀ ₄.₉₅
₁₃₀ ₄₉.₂₀  ₈.₀₅ ₀.₁₆ ₀.₄₆ ₂.₁₅ ₅.₃₅
₁₅₀ ₂₂.₃₉  ₄.₄₃ ₀.₂₀ ₀.₅₃ ₂.₅₈ ₅.₀₉
₂₀₀  ₃.₅₇  ₀.₉₁ ₀.₂₆ ₀.₇₀ ₃.₆₂ ₄.₅₃

第 ₁図　 ₁₉₇₆～₇₉年から₂₀₂₀年まで継続および近
傍で観測が継続されたアメダス地点（₁₁₇₈
か所）における ₃時間積算降水量₁₃₀mm
以上（赤）と ₁時間積算降水量₆₈mm以上
（黒）の₁₃₀₀地点当たりの年単位の発生回
数の経年変化．細線は ₅年移動平均，太線
は長期変化傾向（Trend），Meanは年平均
回数，Sigは標準偏差．



例）よりも ₁割ほど大きい．このような短時間大雨の
長期増加傾向は，気象庁（₂₀₂₁）による本研究と同期
間のアメダスデータを用いた P₁H＝₈₀mmや₅₀mm以
上の統計結果と同様である．厳密には P₁H≧₈₀mmで
は，気象庁（₂₀₂₁）による長期増加傾向は₃.₀/₁₀年だ
が，本研究で用いたアメダス地点だけでは₂.₈/₁₀年と
なる．これは，₂₀₁₀年以降，大雨の発生頻度が高い島
しょ部に本研究で用いていないアメダス地点が追加整
備されたためだと考えられる．
　集中豪雨抽出の P₃Hの閾値を変えた場合の経年変
化についても調査した．第 ₁表に P₃Hの閾値を
₁₀₀mm，₁₃₀mm，₁₅₀mmまたは₂₀₀mmにした場合の
集中豪雨の年平均発生数（Mean），長期増加傾向およ
び発生数の年変動の大きさを示す．どの閾値を用いて
も増加傾向を示しており，年平均発生数で規格化した
増加割合（以降，Trend/Mean）は閾値が大きくなる
ほど増大し，すべてにおいて信頼水準₉₉％以上で統計
的に有意である．このことは，降水量の多い大雨ほど
増加傾向がより明瞭になっていることを意味してい
る．同様の傾向は短時間大雨でも見られる（気象庁　
₂₀₂₁）．また，年平均発生数で規格化した標準偏差（以
降，σ/Mean）をみると，降水量のより多い大雨ほど
年ごとの発生数の変動が大きく，P₃Hの閾値₁₀₀mm
に比べて₂₀₀mmでの変動
の大きさはほぼ ₂倍になっ
ている．
₃.₂　 月別での集中豪雨

発生数の経年変化
　この節では，集中豪雨発
生数の経年変化を暖候期
（ ₆～₁₀月）について月別に
議論する．月別の発生数
（第 ₂表 a）をみると，₉月
（年平均₁₅事例弱）が一番多
く，次いで ₇月と ₈月がほ
ぼ同数（₉.₅事例前後）であ
る．この ₃か月での発生数
が多い特徴は TK₁₄と同じ
だが，TK₁₄では ₉月が特
に多いわけではない（ ₃か
月での値はほぼ同数）．こ
れは，TK₁₄では集中豪雨
の抽出に，前₂₄時間積算降
水量において ₄～₁₁月の総

降水量の₁₅年間平均期間降水量の₁₂％以上という条件
を追加しているためだと考えられる．この条件によ
り， ₉月に多く発生する，台風を含む熱帯低気圧の影
響による西日本太平洋側で抽出される大雨事例が限定
される．短時間大雨（第 ₂表 b）でも ₇～ ₉月の ₃か
月での発生数が多く，集中豪雨の発生数に比べて ₈月
は同程度だが， ₉月では若干少なくなる一方， ₇月で
は₂₀％ほど多くなっている．
　この ₃か月の中でまず，Trend/Meanが大きい ₇月
（₀.₂₆/₁₀年）の集中豪雨の経年変化について議論する．

₇月の Trend/Meanは年平均（₀.₁₆/₁₀年）よりも₅₀％
以上大きく，このことは梅雨期（ ₆月：₀.₂₇/₁₀年も含
めて）には集中豪雨が特に発生しやすくなっているこ
とを意味している．統計期間の₄₅年（長期変化傾向に
基づいて₁₉₇₆年と₂₀₂₀年との比較）で考えると，梅雨
期での集中豪雨の発生頻度は約₃.₈倍になっており，
年平均の増加率（～₂.₂倍）よりもかなり大きい．ま
た， ₇月のσ/Meanは発生数が約₁.₅倍の ₉月よりも
小さく，発生数の年変動が小さいことを示している．
₇月の短時間大雨の Trend/Mean（₀.₂₁/₁₀年）は集
中豪雨に比べて₃₀％ほど小さいが，それでも統計期間
の₄₅年間で考えると短時間大雨の出現頻度は₂.₈倍程
度増加している．これらの特徴は，第 ₂図に示した ₇
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第 ₂表　 第 ₁表と同じ，ただし ₆月～₁₀月と通年における（a）₃時間積算降水量
₁₃₀mm以上と（b）₁時間積算降水量₆₈mm以上の結果．Z値（Z value）
は，負値では減少傾向，正値では増加傾向を示し，その絶対値は₁.₃₀以上
では信頼水準₈₀％以上，₁.₆₈以上では同₉₀％以上，₂.₀₂以上では同₉₅％以
上，₂.₆₉以上では同₉₉％以上で統計的に有意を示す．

（a） ₁₃₀mm/ ₃ h

Month Mean Trend/
₁₀ys

Trend/
₁₀ys/Mean σ/Mean Ratio/₄₅ys Z value

₆  ₄.₆₂ ₁.₂₃ ₀.₂₇ ₀.₉₈ ₃.₉₀ 　₁.₇₄
₇  ₉.₅₅ ₂.₅₁ ₀.₂₆ ₀.₆₇ ₃.₈₀ 　₂.₁₆
₈  ₉.₆₄ ₀.₈₂ ₀.₀₉ ₀.₇₃ ₁.₄₇ －₀.₂₀
₉ ₁₄.₈₇ ₁.₇₄ ₀.₁₂ ₀.₇₃ ₁.₇₁ 　₀.₇₆
₁₀  ₅.₉₇ ₁.₁₅ ₀.₁₉ ₁.₅₄ ₂.₄₉ －₁.₅₇

Year ₄₉.₂₀ ₈.₀₅ ₀.₁₆ ₀.₄₆ ₂.₁₅ 　₅.₃₅

（b） ₆₈mm/h

Month Mean Trend/
₁₀ys

Trend/
₁₀ys/Mean σ/Mean Ratio/₄₅ys Z value

₆  ₄.₈₀ ₁.₁₇ ₀.₂₄ ₀.₉₆ ₃.₃₈ 　₁.₆₇
₇ ₁₁.₅₀ ₂.₄₃ ₀.₂₁ ₀.₆₂ ₂.₇₈ 　₂.₂₇
₈  ₉.₉₉ ₁.₇₅ ₀.₁₈ ₀.₅₇ ₂.₂₉ 　₀.₉₄
₉ ₁₃.₉₁ ₀.₄₉ ₀.₀₃ ₀.₆₅ ₁.₁₇ 　₀.₀₃
₁₀  ₄.₁₈ ₀.₇₇ ₀.₁₉ ₁.₂₉ ₂.₄₁ －₁.₂₀

Year ₅₀.₅₀ ₇.₂₈ ₀.₁₄ ₀.₃₈ ₁.₉₅ 　₅.₁₄



月の集中豪雨と短時間大雨の発生数の年変動から容易
に読み取れ，増加傾向はともに信頼水準₉₅％以上で統
計的に有意である（ ₆月の増加傾向は信頼水準ほぼ
₉₀％以上）．
　第 ₂図をみると，₁₉₉₄年を除けば，集中豪雨と短時
間大雨の発生数がともに極端に少ない年はなく，年単

位（第 ₁図）ほど双方の発生数の関連性は高くないが，
₅年移動平均では₁₉₈₀年以前を除いて，ほぼ同期して
増減している．ただ₂₀₀₀年前後をみると，年単位の変
動では集中豪雨と短時間大雨ともに発生数が多くなっ
ているが， ₇月の同期間にはそのような特徴は見られ
ない．このことは，年単位だけで評価するのではなく，
月別の特徴を調査する重要性を示唆している．
　 ₈月の集中豪雨の Trend/Mean（₀.₀₉/₁₀年）は ₆～
₁₀月の中では一番小さい一方，短時間大雨では ₇月と
大きく変わらない（第 ₂表）．このことについて JRA‒
₅₅を用いた，₅₀₀m高度（Kato ₂₀₁₈）の水蒸気フラッ
クス量（＝密度×比湿×風速の大きさ）₁₅₀g m－₂ s－₁

以上の出現頻度と大雨をもたらす積乱雲の発達しやす
い大気状態の経年変化に対するMann‒Kendall検定の
結果（第 ₃図）から考察する．ここで水蒸気フラック
ス量としては，K₂₀が線状降水帯の発生しやすい条件
の ₁つとして採用している閾値を用い，積乱雲の発達
しやすい大気状態としては，対流有効位置エネルギー
（CAPE，₉₅₀hPa，₉₂₅hPaと₉₀₀hPaの気塊を持ち上げ
たときの最大値を採用）₁₀₀₀J kg－₁以上かつ₅₀₀m高度
から自由対流高度までの距離が₁₀₀₀m以下を条件とし
た．
　第 ₃図をみると，四国，近畿地方および北日本で水
蒸気フラックス量の減少傾向がかなり有意な領域が見
られる一方，西日本では積乱雲の発達しやすい大気状
態の出現頻度が有意に増加している．これらのことか
ら，長期的傾向として， ₈月は太平洋高気圧に覆われ
ることが多くなり，海上から大気下層に水蒸気が大量
に流入する頻度が低下することで，大雨が持続しなく
なる一方，気温が高くなることで大雨が降りやすく
なったためだと考えられる．なお，短時間大雨の発生
頻度の増加傾向は信頼水準₈₀％に満たず，統計的には
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第 ₂図　第 ₁図と同じ，ただし ₇月のみを対象．

第 ₃図　 ₁₉₇₆年から₂₀₂₀年までの ₈月における，
₅₀₀m高度の水蒸気フラックス量₁₅₀g m－₂ 
s－₁以上の出現頻度の増加（正値）と減少
（負値）傾向をMann‒Kendall検定による
Z値から推定した信頼水準の分布（カ
ラー，％）．網掛けは対流有効位置エネル
ギー CAPEが₁₀₀₀J kg－₁以上かつ DLFC
が₁₀₀₀m以下の出現頻度の増加傾向が信
頼水準₉₀％以上の領域を示す．CAPEは
₉₅₀hPa，₉₂₅hPaまたは₉₀₀hPa気圧面から
持ち上げたときの最大値を採用．DLFCは
₅₀₀m高度から自由対流高度までの距離．
JRA‒₅₅から作成． 第 ₄図　第 ₁図と同じ，ただし ₉月のみを対象．



有意でない．
　 ₉月の集中豪雨の発生頻度は，第 ₂表の Trend/
Mean（₀.₁₂/₁₀年）から長期変動を見積もると，₄₅年
間で₁.₇倍程度増加しているが，その増加傾向は信頼
水準₈₀％未満であり，統計的には有意ではない．その
一方，短時間大雨の出現頻度は₁.₂倍/₄₅年程度と増加
傾向は小さい． ₉月でのそれぞれの発生数の年変動
（第 ₄図）をみると，年ごとの変動はかなり大きいもの
の，短時間大雨には長期変動はほとんど見いだせず，
集中豪雨でも₁₉₉₀年以降，増加傾向ははっきりしな
い．JRA‒₅₅を用いた大雨をもたらす積乱雲の発達し
やすい大気状態の統計解析（図略）では ₈月と異なり，
増加傾向が有意な領域はわずかに局所的に見られるだ
けだった．このことから，短時間大雨の発生数に大き
な長期変動のないことが考察できる．一方，集中豪雨
の発生数の増加傾向は上述の積乱雲の発達しやすい大
気状態と水蒸気フラックス量の経年変化（ともに統計
的に有意な変化はない）では説明できない． ₁つの要
因として，日本に接近・上陸する台風の移動速度が ₉
月に顕著に減少していること（Yamaguchi and Maeda 
₂₀₂₀）が考えられるが，より詳細な調査が必要である．
　₁₀月の集中豪雨と短時間大雨の Trend/Mean（とも
に₀.₁₉/₁₀年）は大きな増加傾向を示すが，σ/Mean
（年変動）が大きく，Z値では逆に減少傾向を示すな
ど，統計的には有意とは言えない．

₄． まとめと今後の課題
　₁₉₇₆年から₂₀₂₀年まで観測が継続および近傍で観測
が継続されたアメダス地点（₁₁₇₈か所）の P₃Hを用い
て，₁₃₀mmを閾値として ₆時間以内に別事例を選ば
ないように集中豪雨事例を抽出し，その発生数の経年
変化を調査した．また，抽出数がほぼ同数となる P₁H
≧₆₈mmの短時間大雨の発生数の変化と比較した．年
単位では，P₁H≧₅₀mmおよび P₁H≧₈₀mmの発生数
（気象庁　₂₀₂₁）と同様に，集中豪雨と短時間大雨の発
生数は信頼水準₉₉％以上で長期増加傾向を示したが，
集中豪雨の増加率の方が ₁割ほど高くなっていた．
　月別では，梅雨期の集中豪雨の長期増加傾向が顕著
で，₇月の発生頻度が₄₅年間で約₃.₈倍（信頼水準₉₅％
以上）に増大していた（短時間大雨は約₂.₈倍）． ₈月
には集中豪雨の増加傾向は見られず，要因としては大
量の下層水蒸気の流入頻度が減ったことが考えられ
る．一方，短時間大雨の発生数は統計的には有意では
ないが増加傾向を示し，要因としては気温上昇にとも

なう大雨をもたらす積乱雲の発生しやすい大気状態の
出現頻度の増大が考えられる． ₉月では短時間大雨の
発生数の増加傾向は小さく，これは ₈月のように大雨
をもたらす積乱雲の発生しやすい大気状態の出現頻度
増大が見られなかったのが要因だと考えられる．一
方，集中豪雨の発生数は統計的には有意ではないが増
加傾向を示した．
　本研究では，梅雨期での集中豪雨発生数の顕著な増
加傾向の要因については言及しなかった．その要因に
ついては，TK₁₄により集中豪雨の多くが線状降水帯
によることが示されており，線状降水帯の発生しやす
い大気状態の経年変化を詳細に議論する必要がある．
また， ₉月には大量の下層水蒸気の流入頻度に大きな
変化がないことから，集中豪雨の発生頻度の増加につ
いては日本に接近・上陸する台風の移動速度が顕著に
減少していることなどが考えられるが，線状降水帯に
関する議論も含めて，改めて議論する必要がある．こ
れらは今後の課題である．
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Abstract

　Past 45 years’ long‒term trend of the occurrence frequency of heavy rainfall events（HREs）in Japan was 

examined. The HREs were extracted using a threshold value of 130mm for three‒hourly accumulated pre-

cipitation amounts observed at 1178 AMeDAS stations between 1976 and 2020; AMeDAS is the Automated 

Meteorological Data Acquisition System operated by the Japan Meteorological Agency. We also compared 

the results with the trend of the occurrence frequency for hourly accumulated precipitation amounts（P1H）
of 68mm or more, which was determined to correspond to the number of the extracted HREs. Annual 

change of the occurrence frequency for the HREs and P1H≥68mm showed a long‒term increasing trend at 

a significant level of 1％, and the increase rate was higher by about 10％ for the HREs than for P1H≥
68mm. For monthly changes, a long‒term increasing trend for the HREs was remarkable during the rainy 

season（June and July）in Japan, especially the long‒term increase rate during 45 years in July reached about 

3.8 times at a significant level of 5％; it was about 2.8 times for P1H≥68mm. In August no significant 

increasing trend was found for the HREs, but the frequency of P1H≥68mm increased. Conversely no 

increasing trend was found for P1H≥68mm in September, but the HREs became more frequent.


